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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2023年３月期第１四半期 22,854 18.3 7,260 28.6 4,919 △5.1
2022年３月期第１四半期 19,321 3.5 5,645 15.0 5,181 51.4

（注）包括利益 2023年３月期第１四半期 1,766百万円 （△67.8％） 2022年３月期第１四半期 5,479百万円 （51.0％）

１株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2023年３月期第１四半期 32.62 －
2022年３月期第１四半期 34.36 －

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％
2023年３月期第１四半期 8,365,174 147,158 1.8
2022年３月期 8,534,021 145,392 1.7

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 2023年３月期１Ｑ 150,793,800株 2022年３月期 150,793,800株
②　期末自己株式数 2023年３月期１Ｑ －株 2022年３月期 －株
③　期中平均株式数（四半期累計） 2023年３月期１Ｑ 150,793,800株 2022年３月期１Ｑ 150,793,800株

１．2023年３月期　第１四半期の連結業績（2022年４月１日～2022年６月30日）

（注１）当社は、2022年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり四半期純利益」を算定しております。

（注２）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（２）連結財政状態

（参考）自己資本　2023年３月期第１四半期 147,127百万円　　　　2022年３月期 145,362百万円
（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末株式引受権－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資

産の部合計で除して算出しております。なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率で
はありません。

※　注記事項
（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①　会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②　①以外の会計方針の変更　　　　　　　：無
③　会計上の見積りの変更　　　　　　　　：無
④　修正再表示　　　　　　　　　　　　　：無

（４）発行済株式数（普通株式）

（注）当社は、2022年１月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の期
首に当該株式分割が行われたと仮定して、「期末発行済株式数」、「期末自己株式数」及び「期中平均株式数」を
算定しております。
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部

現金預け金 1,767,429 1,465,307

買入金銭債権 289,022 281,645

金銭の信託 14,167 14,167

有価証券 804,664 726,520

貸出金 5,390,839 5,691,815

外国為替 20,969 21,155

その他資産 217,487 131,328

有形固定資産 3,869 4,041

無形固定資産 22,857 25,378

繰延税金資産 5,287 6,505

貸倒引当金 △2,572 △2,691

資産の部合計 8,534,021 8,365,174

負債の部

預金 7,112,592 7,339,664

コールマネー及び売渡手形 34,000 151,000

売現先勘定 － 5,466

債券貸借取引受入担保金 369,849 253,537

借用金 786,400 400,000

外国為替 2,258 2,354

その他負債 81,278 64,129

賞与引当金 593 199

退職給付に係る負債 25 26

ポイント引当金 764 847

役員退職慰労引当金 122 48

睡眠預金払戻損失引当金 51 51

特別法上の引当金 6 6

繰延税金負債 685 684

負債の部合計 8,388,628 8,218,016

純資産の部

資本金 31,000 31,000

資本剰余金 13,625 13,625

利益剰余金 108,791 113,710

株主資本合計 153,417 158,336

その他有価証券評価差額金 △5,664 △10,291

繰延ヘッジ損益 △2,390 △917

その他の包括利益累計額合計 △8,054 △11,209

非支配株主持分 30 31

純資産の部合計 145,392 147,158

負債及び純資産の部合計 8,534,021 8,365,174

１．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
  至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日

  至 2022年６月30日)

経常収益 19,321 22,854

資金運用収益 10,289 11,198

（うち貸出金利息） 8,453 9,001

（うち有価証券利息配当金） 1,296 1,632

役務取引等収益 7,324 9,663

その他業務収益 1,376 1,845

その他経常収益 330 146

経常費用 13,676 15,593

資金調達費用 1,276 1,328

（うち預金利息） 588 681

役務取引等費用 5,356 6,160

その他業務費用 84 192

営業経費 6,857 7,714

その他経常費用 102 197

経常利益 5,645 7,260

特別損失 1 0

固定資産処分損 1 0

税金等調整前四半期純利益 5,643 7,260

法人税、住民税及び事業税 800 2,165

法人税等調整額 △337 173

法人税等合計 463 2,339

四半期純利益 5,179 4,920

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△1 0

親会社株主に帰属する四半期純利益 5,181 4,919

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

（第１四半期連結累計期間）

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
  至 2021年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日

  至 2022年６月30日)

四半期純利益 5,179 4,920

その他の包括利益 299 △3,154

その他有価証券評価差額金 856 △4,626

繰延ヘッジ損益 △556 1,472

四半期包括利益 5,479 1,766

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 5,481 1,765

非支配株主に係る四半期包括利益 △1 0

四半期連結包括利益計算書

（第１四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

　　（継続企業の前提に関する注記）

　　　　該当事項はありません。

　　（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　　　　該当事項はありません。

　　（会計方針の変更）

　　　（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

会計基準適用指針」という。）を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第

27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたっ

て適用することといたしました。この変更による四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

　　（追加情報）

　当第１四半期連結累計期間より、従来「営業経費」として計上していた住宅ローン関連費用等を「役務取引等

費用」として計上しております。これは、当社における「役務取引等収益」等の重要性が増していることから、

「役務取引等収益」等に対応する費用について収益とより明確に対応させることで経済実態をより一層反映した

財務情報の開示を行うために表示方法の変更を行ったものであります。この表示方法の変更を反映させるため

に、前第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

　この結果、前第１四半期連結累計計間の四半期連結損益計算書において、「役務取引等費用」4,666百万円及

び「営業経費」7,546百万円は、「役務取引等費用」5,356百万円及び「営業経費」6,857百万円として組替えて

おります。
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